
２ 誓約書の記入要領と記入例 

 

① 誓約書は、登録申請者及びその役員並びに法定代理人及び法定代理人の役員が、登録を申請

するに当たり、下の登録拒否事由に該当していないことを誓約する書面です。  

② 誓約書には、申請書を提出する年月日と申請者の氏名を記入します。 

  登録申請者が個人の場合は、申請者本人の氏名を記入し、法人の場合は商号と代表者（代表

取締役、代表社員、理事長など）の役名・氏名を記入します。 

③ 「誓約書」は、登録を受けようとする都道府県知事に対して誓約するものですから、登録を

受けようとする都道府県知事宛てであることを記入します。 

④ 申請者が、解体工事業に関し、成年と同一の能力を有しない未成年者である場合、「申請者」

の下に法定代理人の氏名を記入します。 

 

登録を受けられない条件（登録を拒否される事由） 

１・解体工事業の登録を取り消された日から、２年を経過していない者 

２・解体工事業の業務停止を命ぜられ、その停止期間が経過していない者  

３・解体工事業の登録を取り消された法人において、その処分日の前３０日以内  

 に役員であり、かつその処分日から２年を経過していない者  

４・建設リサイクル法に違反して罰金以上の刑罰を受け、その執行が終わってか  

 ら２年を経過していない者 

５．暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（暴力団員等）  

６・解体工事業者が法人の場合、役員の中に、上記１～５のいずれかに該当する  

 者がいるとき 

７・解体工事業者が未成年で、法定代理人を立てている場合、法定代理人が上記  

 １～５のいずれかに該当するとき 

８・法第３１条に該当する者（技術管理者）を選定していない者 

９・暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

 



  

別 記 様 式 第 ２ 号 （ 第 ４ 条 関 係 ）     《 記 入 例 》  

                                                                         （ Ａ ４ ）  
 

  

                        誓    約    書  

 

 

登録申請者及びその役員並びに法定代理人及び法定代理人の役員は、  

 

建 設 工 事 に 係 る 資 材 の 再 資 源 化 等 に 関 す る 法 律 第 ２ ４ 条 第 １ 項 各 号 に  

 

該 当 し な い 者 で あ る こ と を 誓 約 し ま す 。  

 

 

 

                                             令 和   年   月   日  

 

 

 

                                株式会社 埼玉解体 

                                       申 請 者   代 表 取 締 役  埼 玉  一 男   

                                                

 

         埼 玉 県 知 事   殿  

 

 


